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公立大学法人福島県立医科大学の第 2期中期呂様期陪(平成 24 ~ 2 9年
度)における業務の実績に関する評価結果

第 1 r全体評価J
公立大学法人福島県立医科大学(以下「法人j という。)は、医療人の

教育及び育成、医学と看護学の分野における研究と研究者の育成、保健医

療の提供を通じた、医学・看護学の発展及び県民の保健・医療・福祉の向

上に貢献することを使命としている。

第 2期中期目標期間においては、高度な実践力及び社会的なコミュニケ

ーション能力を備えた医療入を育成すること、独創的で質の高い研究を推

進すること、高度先進医療及び地域医療の拠点として全人的・統合的な保

健医療を提供すること、さらには東日本大震災及び福島第一原子力発電所

事故からの復興に貢献することなどを基本目標としている。

この目標の達成に向け、理事長のリーダーシップの下、法人内組織や教

職員が棺互に緊密な連携を図り、真重量に取り組んでいることが認められる。

大学の特色を活かした教育の充実を図るため、大学附属病院に加え会津

医療センターにおいても、医学部及び看護学部の教育機関として位置付け

て学生を積極的に受入れるなど、地域指向型教育カリキュラムの充実も図

り、また、医療人育成・支援センターでは学部教育と卒後教育の充実によ

り医療キャリア全般にわたる支援を行うほか、災害医療・放射線医療に係

る教育・研修により本県復興を担う人材育成に貢献している。研究分野で

は、福島医薬品開発支援拠点化事業における確実な研究成果による医薬品

開発支援を行い、また、地域実情など考慮し医師派遣を行うなど地域貢献

への取組も積極的である。

附属病院においては、新病棟の開設により、高度救命救急センターの機

能の充実強化と災害や高度被ばくへの対応、診療部門では子どもや女性の

ための医療体制の充実を図った。また、会津地域医療の中核を担い地域完

結型医療を提供するため、平成 25年 5月に開所した会津医療センターで

は、医師派遣や地域の関係機関と連携した研修会開催等の会津地域の医療

向上に向けた取組を行っている。

復興への取組として、県民健康調査の推進、長崎大学との共同大学院「災

害・被ばく医療科学共同専攻」の開設、医療復興拠点であるふくしま国際

医療科学センターの整備など、復興のための人材育成、県民の健康保持な

ども高く評価できる。

その他海外大学との国際学術交流協定の締結及び締結校との相互交流、、

男女共同参画の推進、学生寮の整備などについて高く評価できる。

一方、財務については、平成 27年度までは当期総利益を計上する決算

となっていたが、平成 28年度からは当期総損失の決算となっており、更

には平成 29年度決算においては法人化後初めてとなる次期繰越欠損金

を計上するに至るなど、財務上の課題が大きくなっていることから、繰越

欠損金の解消を含めた収支改善、財務状況の健全化に向けて、法人の役

員・教職員が一丸となって全力で取り組む必要がある。



なお、平成 29年度に受審した独立行政法人大学改革支援・学位授与機
構の認証評価においても、大学設置基準を始めとする関係法令に適合する

ことはもとより、大学改革支援・学位授与機構が定める大学評価基準を満

たし、さらには医療人育成・支援センターの取組等を中心に高い評価を得

るなど、教育水準の向上に努めたことが評価された。

一方、教育の取組状況や大学の教育を通じて学生が身に付けた学習成果

について自己点検・評価し、教育の質の改善・向上を図るための体制が十

分に整備されていないと指摘されており、改善する必要がある。

第 2 r項目別評価」

1 大学の教育研究等の質の向上に関する自擦を達成するためにとる

べき措置

【評価]r 11 :中期計簡をおおむね実施できているJと認められる。

(1 )教育に関する目標を達成するための措置

: 【評価]r 11 :中期計薗をおおむね実施できているJと認められる。 l

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)1 

0 アドミッション・ポリシーをホームページ、大学案内総合パンフレ
ット及び入学者選抜要項等に掲載し、広く公表した。また、文部科学

省のガイドラインに基づき、アドミッション・ポリシーの見直しを行

い、平成 28年度に新アドミッション・ポリシーを作成した。

0 医学部の入学定員については、国・県と調整を図り、平成 25年度入
学から 130名とした。定員増に伴い、県内医療を担う優れた入学者を

確保するため、入試区分ごとに入試結果と入学後の成績、卒業後の進路

を調査・分析し、入試方法の検討と改善を図った(一般入試地域枠の募

集人員について、平成 24年度は 15名程度、平成 25年度は 20名程

度;平成 29年度は 25名程度に増員(一般枠を 5名減)した)。平成

2 9年度に、平成 32年度入学者選抜より後期日程試験を廃止すること

を決定し、それに替わる選抜方法について検討を進めた。

0 学士課程においては、入試ガイダンス等に参加するとともに、県内
高等学校の進路指導教員との懇談会を実施し、大学や入試情報を周知

した。

0 大学院看護学研究科においては、県内看護職のニーズ調査結果を踏
まえ、平成 28年度から老年看護学及び家族看護学を併設するカリキ

ュラムに変更した。

0 大学院看護学研究科においては、大学|完全体の定員の見直し、各専
門領域の目標入学者数を設定し学生募集や入試説明会の取組を行った

結果、平成 28年度及び平成 29年度は定員を充足した。

2 



[定員充足率目標 7 0 0%以上]

平成 25年度司 O. 0 % 

平成 26年度 40. 0% 

平成 27年度: 40. 。%

平成 28年度 100 。%

平成 29年度: 100 。%

平成 30年度: 4 0 。%。医師国家試験の合格率について、中期目標期間中、ほとんどの年度
で数値呂標を達成した。

[合格率目標 9 5 %以上〕

平成 24年度実績 9 8. 8 % (全国平均 93. 1 %) 

平成 25年度実績 100 0% (全国平均 93. 9 %) 

平成 26年度実績 9 5. 1 % (全国平均 94 5 %) 

平成 27年度実績 9 9. 0 % (全国平均 94 3 %) 

平成 28年度実績 94. 5 % (全国平均 91 8 %) 

平成 29年度実績 9 8. 0 % (全国平均 93. 3 %) 。保健師国家試験の合格率について、中期目標期間中、ほとんどの年
度で数値目標を達成した。

{合格率白標:9 5 %以上]

平成 2.4年度実績 98.9%(全国平均 97 5 %) 

平成 25年度実績 9 8. 8 % (全国平均 86 5 %) 

平成 26年度実績 100 。% (全国平均 99 6 %) 

平成27年度実績 97.6% (全国平均 92. 6 %) 

平成 28年度実績 9 6. 5 % (全国平均 94 5 %) 

平成 29年度実績 8 3. 9 % (全国平均 85 6 %) 。看護師国家試験の合格一率について、中期目標期間中、呂襟に及ばな
かった年度はあるものの、いずれも全国平均を上回る高い数値を得た。

[合格率目標: 100%) 

平成 24年度実績 9 6. 4 % (全国平均 94. ユ%)

平成 25年度実績 100.0% (全国平均 89. 8 %) 

平成 26年度実績 100.0%(全国平均 95 5 %) 

平成 27年度実績 9 8 8 % (全国平均 94. 9 %) 

平成 28年度実績 9 6 5 % (全国平均 94. 3 %) 

平成 29年度実績 100.0%(全国平均 96. 3 %) 。医学部では、テュートリアルによる学習において、新しいシナリオ
による授業を実施し、授業実施後には担当教員による情報交換会を関

催し、シナリオの改善を図った。

0 医学部の「衛生学・公衆衛生学実習J(4年 E期必修)では、健康等
に関する問題を地域でとらえる学習を行い、 BS Lアドバンスト(臨

床実習上級)コース「地域医療コースJにおけるホームステイ型実習

( 6年次選択)では、健康問題のみならず、地域での医師のあり方を

含め、「健康と地域j や「医療と地域Jとの関係に関心が広がるよう指

導した。
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0 医学部では、福島の康史・文化・産業等について理解を深め、魅力
ある地域づくりに向けた営みについて自を向けることにより、福島の

魅力を知り、学生が将来、自分の属する地域社会への関心を持ち、魅

力ある地域づくりに関わる意識を酸成することを目的として、第 1学

年後期において「福島学Jを開講した。

0 医学部では、模擬試験の受験料補助やスキルス・ラボラトリーの開
放により、 CB T (Co四pu(erBased Tesl ing)及びoS C E (Objeclive 
Slr日cluredCrinical Exarninalionl一の合格率は、高い数値を得た。

[C B T合格率目標 10 O. 。、%)

平成 24年度: 9 9. 0 % 

平成 25年度 9 9 1 % 

平成 26年度 9 6. 4 % 

平成 27年度: 9 8 1 % 

平成 28年度 9 7. 2% 

平成 29年度 1 0 0 . 。%

[0 S C E合格率目標 9 O. 0 %以上]

平成 24年度 9O. 3 % 

平成 25年度: 9 5. 5 % 

平成 26年度 9 2， 7 % 
平成 27年度: 8 5. 4 % 

平成 28年度: 8 9. 0 % 

平成 29年度 92. 0 % 

0 看護学部では、県内の病院や保健センタ一、訪問看護ステーション
等での実習を通して、変化する社会の多様なニーズを見据えながら看

護を提供するための知識・技術を探求する態度を身につける指導を行

った。

0 看護学部では、幅広い知識、教養を身につけるため教育課程の区分

に「表現力を培う J、「人間の理解を深めるJ、「倫理性を高めるJ、「論

理的思考力を培う j、「感性を高めるJ、「社会の理解を高める j、「人間

の身体機能と病態を理解する j を設け、人文科学分野及び自然科学分

野の科白(3 7科目)を開講した。

0 会津医療センターにおいて、地域保健・医療の重要性の理解や認識
を促進させるための教育プログラムとして，医学部 5年生全員及び 6

年生の一部が臨床実習を行うほか、他大学からも 6年生を受入れ臨床

実習を行った。また、看護学部 4年生が「統合実習j や「管理実習J

で臨地実習を行った。

0 大学院医学研究科においては、 MD-PhDコース(大学院に準じ
る教育を医学部在籍時から行うコース)について、臨床研修時から後

期プログラムを開始できるなど履修モデルを追加し、また、アンケー

卜結果を踏まえ、学会旅費支援や修了要件などのガイダンスの改善を

行うなど、内容の充実を図った。

0 大学院医学研究科において、学生のニーズ等を踏まえ、医科学専攻
コースを 3コース制から 2コース市uへ再編し、平成 29年度入学者か
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ら導入した。また、コース再編に合わせ、社会人が履修しやすい夜間

に講義を行った。

0 専門看護師の教育課程見直しを図り、平成 27年度に「がん看護J
及び「精神看護Jが、平成 28年度に「小児看護Jが、 38単位移行

の認、定申請を行い、承認され、教育課程の整備を完了した。

0 会津医療センターにおいて、大学院研究生等を受け入れられるよう
規定の整備を行うとともに、医学研究科分野別主指導教員の資格を取

得する医師を増やし、大学院生を受け入れる環境を整備したことによ

り、大学院研究生が入学し、研究を実施する医師が増加した。

0 平成 26年度に看護学臨床教授制度が発足し、平成 27年度には会
津医療センター附属病院の看護織も対象に含めた。臨床教授制度を臨

地実習で活用できるようにするため、「看護部と看護学部との連絡会

議Jなどにより制度の浸透を図った。

0 教員による教育活動状況の自己評価について、教員に対する実施の
働きかけにより日割以上の教員が自己評価を行い、自己の活動改善を

l習った。

0 前期・後期ごとにすべての科目について学生が授業評価を行い、評

イ断結果は、学生、教員等に対し教務システムで公表した。

0 医学部では、 6年生がグループ学習を行いやすいように学内に勉強
部屋を確保し、また、学生の増加に合わせ机を配遣し、学生が勉強し

やすい環境を整えた。

0 看護学部では、学生の自主学習を支援するため、授業で使用しない
時間帯は、カンファレンス室、演習主主及び実習室の利用を許可した。

0 医学部では、 1， 2年生においては担任制により、 3， 4年生にお
いてはファカルティーアドバイザー制により、担当教員が学生の持つ

課題などを抽出し、必要に応じ健康管理センターとの連携によるカウ

ンセリングなどの支援を実施した。

0 看護学部では、学生への適切かつ速やかな対応が取れるよう学生生
活支援に関するフローチャートを作成するとともに、新入生に学生生

活アドバイザーとして教員を配霞して、学生が相談や質問をしやすい

環境を提供した。

0 大学健康管理センターにおいて、定期的に健康管理情報を提供する
など、学生の健康管理支援に加え、臨床心理士の学生相談枠を毎週 1

回設けるなど、学生のメンタルヘルス対策を強化した。

0 看護学部の就職率については、県内の主な医療機関を対象とした就
職ガイダンスを学内で実施するとともに、就職情報コーナーの設置や

求人情報の学生へのメールなどの情報提供等により、看護学部卒業生

の就職率は中期目標期間中の数値目標(就職希望者の就職率 10 O. 

0%) を達成した。

(2) 研究に関する目標を達成するための措置

:一[評塑1f七?塑雪習雪村空ね害理空雪之児玉J主認PEFPz:
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[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)] 
0 基礎と臨床の橋渡しを実現するための事業として、新たに f戦略的学
内連携研究推進事業jを立ち上げ、学内募集により採択された事業に研

究資金を配分し、学内の横断的研究プロジェクトの創出支援に取り組ん

だ。

0 会津医療センターにおける科研費の採択件数は、目標の年関 12件を
十下回った年度もあったが、福島医薬品開発支援拠点化事業の各種成果情

報の各講座や企業への提供、戦略的学内連携研究推進事業により成果が

得られた。

0 福島医薬品開発支援拠点化事業において、研究開発業務委託先の一般

社団法人バイオ産業情報化コンソーシアム (JBIC)への参画企業は

平成 29牛度までに 26企業団体となった。また、参歯した各企業に成

果情報提供や受託研究契約そ行うほか、特許出願、意匠出願及び商標出

願を行うなど確実に研究が進展した。

[成果物提供等契約の百棟:中期目標期間終了時までに 15件]

平成 27年度 1 5件

平成 28年度 17件

平成 29年度 19件

0 研究の国際化を推進するため、英文校正支援サービス従事職員による

学内研究者の英文校正の支援や、メデイカルイングリッシュクラスを開

催し、学内研究者の英語論文作成能力の向上に取り組んだ結果、英語論

文数の件数は年々増え、目標件数を達成している。

[英語論文の目標件数:500編以上]

平成 24年度 395編

平成 25年度:399編

平成 26年度:461編

平成 27年度 475編

平成 28年度:541編

平成 29年度: 794編

0 研究支援事業成果報告書、共同研究機器、英文校正サービスを研究ポ

ータルサイトを用いて情報発信を行い、研究リソースの共有化を図った。

O 学内の臨床研究・治験を一体的に推進していくため、平成 28年 4月
に大学組織として医療研究推進センター(センター内に総合支援ー研究

基盤部門及び臨床研究・治験部門)を設置し、研究支援体制を構築した

ほか、研究ポータルサイトの活用により研究の推進・支援に取り組んだ。

o r人を対象とする医学系研究に関する倫理指針Jの改正により、臨床
研究の一部については、治験同様にモニタリング・監査の実施が求めら

れるようになったため、モニタリング・監資を担う人材を採用し、また、

外部研修会への参加など育成に取り組んだ。

(3) 地域貢献に関する目標を達成するための措置

f一一一一一一一一一 -. ム ー一一一 一一一 l一一一一日一一一一寸
i [評価]r 11 :中期計画をおおむね実施できているJと認められる。 I
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[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)1 。県民向けの公開講座や講演会を開催したほか、県内の各種教育機関か
らの依頼による講師派遣等に積極的に取り組んだ。会津医療センターに

おいても、出前講座や健康教室など地域の健康増進を支援する活動を積

極的に実施し、年間目標を上回った。

0 須賀川市の健康長寿推進事業に係るアドバイザーやデータベース構
築事業を受託し、臨床研究イノベーションセンターが主体となって住民

の健康増進のための取組を実施した。

0 平成 25年度に県内 89病院が参加する「ふくしま病院連携ネットワ
←ク j を立ち上げ、災害医療の最近の話題についての講演会のほか、

E M 1 S (広域災害救急医療情報システム)を利用した情報伝達訓練を

実施した。

0 地域の医師不足解消のため、地域医療支援担当教員(1 5名)、公的
病院支援担当教員 (43名)、政策医療等支援教員(2 0名)、地域医療

湾生支援教員(1 7名)、双葉地域等公立診療所支援教員(1 7名)を

大学地域医療支援センターに配属し、へき地医療の拠点病続や公的医療

機関、地域医療や救急・災害・周産期・感染症等の分野に貢献している

と認められる民間病院等に配置した。

0 県外医師招へい事業において、県と連携し県外から医師を採用し、ま
た、寄附講座「災害医療支援講座Jにおいて、県外からの招へい医師を

教員として採用し、県内医療機関に派遣した。

0 地域医療支援について、県内医療機関からの医師派遣依頼に対する対
応率及び対応件数は、目標を概ね達成した。

[対応率の百標:84%以上]

平成 27年度:8 5. 4 % 

平成 28年度 84. 3 % 

平成 29年度 8 1. 0 % 

[対応件数の目標: 700件以上]

平成 27年度: 948件

平成 28年度: 1， 0 1 7件

平成 29年度: 1， 1 3 5件。会津医療センターにおいて、大学地域医療支援センターから支援教員
の派遣を受け、県立南会津病段、同宮下病院、国保診療所等へ診療・宿

直応援を行うとともに、他の医療機関からの診療応援の依頼に対し可能

な限り対応するなど、積極的に診療応援を行った。

0 学内の研究シーズを研究分野・研究者等にカテゴリ一分類した上でホ
ームページに掲載したほか、研究シーズ安冊子にして、各種展示会、医

療関連産業等、関係機関へ配布し、共同研究、受託研究を着実に推進し

た。

0 保健医療従事者養成に係る新たな学部設置に向け、平成 28年 4月に
新医療系学部設置準備室を新設し、設置計画を検討するため新学部設置

準備委員会、専門部会を設霞及び開催した。平成 29年度には、医大の

要望を十分に反映した実施設計が完了し、公表された。
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(4) 層際交流に隠する自擦を達成するための措置

一一一一一一一一一一一一一 一一一一一ーォ
I [評価lf11 :中期計画をおおむね実施できている」と認められる。 I

」一一一一一一一一一一一号一一一一

[中期目標期間で評価できる取組みO(文は検討課題等ム)1 

0 平成 28年度に設澄した属際交流室において定例会議を開催し、新規
交流案件などの検討や国際交流に関する情報共有の機会を設け、円滑に

国際交流事業を推進した。

o IAEA、WHO、1C R Pなどの国際機関と連携した国際学術会議
やシンポジウム等を開催し、本県現状について世界に情報発信を行った。

O 武漢大学に加え、平成 25年度にベラルーシ医科大学、ゴメリ医科大
学及びマウントサイナイ医科大学と、平成 28年度にベトナムホーチミ

ン医科薬科大学と図際学術交流協定を締結した。平成 29年度には、オ

ハイオ州立大学医学部放射線経湯学講座と覚書を交わすとともに、国立

メーチニコフ名称北西医科大学と学術交流協定を締結した。

0 国際交流協定に基づき、教員や学生を受け入れて各専門分野での研究
活動に従事させたほか、医学部教員や学生を派遣するなどの相互交流を

行った。

(5)大学術属病院に関する目標を達成するための措置

;一[許申frll:品期計首長五五むね言施できているjと認込言己る。 I

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)1 

<大学的属病焼>

0 平成 24年度から本県の臨床研修の質の向上を図るため、レジデント

スキルアップセミナーを始め、当初は年 1回の開催であったものを平成

2 6年度以降は年 3回以上開催した。

0 毎年 2名の認定看護簡を育成するという呂標に対し、計画的に育成し、

すべての年度において目標を達成した。

[専門看護師及び認定看護師養成数の目標:年 2名]

平成 24年度 2名

平成 25年度・ 4名

平成 26年度 :4名

平成 27年度:3名

平成 28年度:2名

平成 29年度:2名

0 看護研究実践応用センターの支援により各種プロジェクトや研究を
実施し、看護実践に活用した。

0 平成 27年度に看護師の特定行為研修機関の設置について検討委員
会を立ち上げ、 21区分中 18区分の特定行為研修を行うことを決定し

た。平成 28年度には、看護邸の特定行為研修機関としての指定を受け

るため、指定申請を行ったほか、指導者養成や研修生募集の広報活動等
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を行い、平成 29年度に指定研修機関として関所し、研修を開始した。

O メディカルスタッフの資質向上に向け、学会や研修会に職員を派遣し
新しい知識や技術の習得に努めるとともに、臨床工学関係及び放射線管

理関係の有資格者を毎年育成した。

0 第三次救急医療機関として、救急医療従事者対象の各種専門研修を受
議し、特殊疾患に対応できる人材育成に努めるとともに、ドクターへリ

については、有効な運航ができるよう関係機関との連携を強化した。ま

た、平成 28年度には、新病棟 1階に救命救急センターを整備し、外来

と病棟を集約して高度救命救急センターとしての機能の強化を図った D

O 平成 28年 3月に緩和ケアセンターを設置し、緩和ケアの提供体制を
強化した。

O 周産期母子医療センター、小児看護の教育体制を整え、専門的な知識

を持つ看護宮市を計画的に育成した。

0 肝疾患診療連携拠点病院として、肝炎対策協議会及び福島県肝疾患診
療連携拠点病院等連絡協議会lを関催し、拠点病院として関係機関との意

見交換や情報提供を行った。

0 平成 26年度に、第三次総合医療情報システムの稼働に向け、総合医
療情報システムの機能向上、情報セキュリテイ対策及び危機管理対策を

盛り込んだ基本計画を策定し、平成 27年度からシステム構築を行い、

平成 28年度から稼働させた。

0 先進医療を促進する観点から、臨床研究に対して経費の助成を行い、
認可申請数は目標の年 1件以上に対し、すべでの年度で目標を達成した。

O 新病棟への移転、稼働について、備品の搬入、設霞や患者の徹送計画
の検討、新病棟開設に伴う業務マニュアルの見直しなど、着実な準備に

より、平成 28年 12月に新病棟を稼働させることができた。

0 院内全体の安全管理意識の向上を図るため、職種・部門を超えた全職
員向けの研修会を年 4回開催し、当日参加できなかった者に対し伝達研

修を行い、ほぼ全員が受講した。

0 安全な医療環境を提供するため、平成 27年度には院内救急対応シス
テムを導入し、平成 28年度には、新たにリスクマネージャー教育研修

会を実施した。平成 29年度には、未承認新規医薬品審査、高度管理医

療機器・高難度新規医療技術審査に関する内容を全員対象研修に加えた。

O 抗菌薬適正使用に向け実施したサーベイランスデータに基づく感染
制御チーム(I C T)の介入により、不適切な長期使用例は減少した。

O 医療関連感染を予防するために多職穏の感染制御の有資格者を計画
的に育成した。

0 平成 26年度から一部診療科において、 PF M(入退院管理システム)
を導入し、平成 28年度からは全診療科を対象とし、全病棟において病

床管理一元化を実施した。

0 病棟担当の看護師と医療相談員が病棟での多織種カンファランスに
参加する機会を増やし、医師、看護部等多機種の共同による退続支援に

取り紐むことで、支援の質の向上を図った。

0 患者アシケートを参考に、院内施設のバリアフリー化やアメニテイ
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(快適さ)の向土を図り、患者サービスの向上につなげた。

0 選択メニューの全病棟への拡大、衛生教育の実施、小児食の献立の見
直しなど、おいしくて安全な食事を提供し、患者満足度の向上に取り組

んだ。。事前診察予約の迅速処理、受診報告ハガキによる報告の徹底、連携登
録医制度の導入による紹介、逆紹介の推進、医師・看護防等多職種の共

同による転院支援を推進した結果、患者紹介率は年々上昇しており、ほ

とんどの年度で目標を上回った。

{紹介率の目標 60， 0 %以上]

平成 24年度 58， 9% 

平成 25年度:6 3， 1 % 

平成 26年度 82， 7 % 

平成 27年度 84， 8 % 

平成 28年度 87， 3 % 

平成 29年度:8 8， 8 % 。診療科ごとの収支分析結果、患者数、稼働デー夕、疾患ごとや患者ご
との分析等の情報は、病院経営企闘会議や各診療科と共有を図った。

O 医薬品については、価格交渉や後発医薬品への切替え、会津医療セン
ターとの共同購入により、経費の削減を図ってきた。

0 病床利用率及び平均夜j莞日数の目標達成に向け、診断群分類(DP C) 
データを基に疾患及び治療ごとに分析し、その結果を各診療科にフィー

ドバックするとともに、看護ケアの標準化を図るため看護基準・看護手

順を作成するなどした結果、一般病床利用率はわずかに目標に達しなか

ったが、平均在院日数は目標を達成した。

{一般病床利用率の目標:中期目標期間終了時までに 86 %以上]

平成 24年度:8 2 9%  

平成 25年度:.7 8， 9 % 

平成 26年度 82 3 % 

平成 27年度: 8 3 0%  

平成 28年度:8 3， 4%  

平成 29年度:84， 2 % 

[平均在院日数の目標:中期目標期間終了時までに 16日以下]

平成 24年度 16， 4日

平成 25年度 1 5， 0臼

平成 26年度: 1 4， 8日

平成 2'7年度 14 3日

平成 28年度: 1 4， 1日

平成 29年度: 1 3， 5日

<会津医療センター>

0 会津地域医療の中核を担い、地域完結型医療を提供するため、平成
2 5年 5月 12日に会津医療センターを開設した。開設に向け、担当理

事の下で会津医療センター準備室教員を中心として、県と大学が連携し

ながら開設準備を進めた結果、開設後の運営体制は円滑に移行された。
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0 外来診療や基本的手技の習得にも重点を置いた実践的な臨床研修プ

ログラムとしたことや、関係医療機関等との協力・連携による説明会な

どの実施により、初期研修医のマッチング率は高い水準となっている。

O 平成 27年に麻酔科教授が着任し、また、計画的な手術を実施したこ
とにより、病院機能の充実を図った。

0 県内で高齢化率が高い会津地域において、その役割を発揮するため、
平成 27年 6月に看護専門外来を椀設し、予約枠以外での対応も数多く

行うなど、充実を図っている。

O 平成 27年 6月 5日に病院機能評価の認定を受け、同年 8月 1日より
緩和ケア病棟入院料の算定を開始した。

0 患者支援センターを中心に、紹介率・逆紹介率の向土に取り組んだ結
果、年々上昇し、紹介率及び逆紹介率は自襟を達成した。

[紹介率の目標 50 %以上]

平成 25年度: 3 9. 1 % 

平成 26年度:4 5. 6% 

平成 27年度: 5 1 . 9 % 

平成 28年度 69 2% 

平成 29年度: 6 9. 7 % 

[逆紹介率の目標 40%以上]

平成 25年度:2 3. 6 % 

平成 26年度 3 O. 4 % 

平成 27年度 3 6. 2 % 

平成 28年度:47. 5 % 

平成 29年度 51. 2 % 。全職員長対象じ保険診療のルールを徹底し、また、カルテ監査の実施
などの取組により、レセプトの査定率は目標 O. 3 %以下を概ね達成し

た。

0 一般病床利用率及び平均在院日数は目標を達成した。
[一般病床利用率の目標.中期目標期間終了時までに 85 %以上]

平成 25年度:77. 8 % 

平成 26年度:7 6. 5 % 

平成 27年度 84. 5 % 

平成 28年度 8 3. 0 % 

平成 29年度 85.9% 

[平均在院日数の目標:中期目標期間終了時までに 14日以下]

平成 25年度: 1 2 5日

平成 26年度: 1 3 9日

平成 27年度: 1 3. 1日

平成 28年度: 1 2. 7日

平成 29、年度: 1 2. 3日
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2 東毘本大震災の復興支援に関する巨擦を達成するためにとるべき

措置

[評価1r 11 :中期計画をおおむね実施できているJと認められる。

(1 )農民の健康の保持 E 増進に関する包標を達成するための措置

l-t評質111L:J明子tiH手おおむね実施できているjと認められる。j

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)] 
0 会津大学等の有識者を含:むデータベース専門委員会の意見を踏まえ、
県民健康調査データ管理システムを構築し、 200方人を超える住民

情報を整理し、また、会津大学と連携し、データベ←スバックアップ

システム設置について専門的な助言を受けて大規模災害等に備えた。

平成 28、 29年度には、県民健康調査データ管理システムの次期仕

様について、会津大学復興支援センター長から助言等を受けながら検

討を進め、平成 31年 3月から運用を開始する予定の次期データベー

スシステムの公募型プロポーザルを実施した。

0 県民健康調査推進のため、以下の取組を実施した。

基本調賓の回答率向上に向け、簡易板間診票の制定や書き方支援

を行った。

甲状腺検査受診機会の確保に向け、県内外において受診機会を提

供した。

こころの健康度・生活習慣調査について、被災住民の支援者支援

を重点目標とし、支援の在り方の助言、研修、メンタルケアを実施

した。

妊産婦調ままについて、市町村との連携を図るため、過年度の調交

結果報告会や支援研修会を行った。

IAEA、UNSCEAR、 1 C R P等の関連機関との国際会議

を涜催したほか、海外からの訪問客の対応や海外での霞際会議への

参加により、福島県民の健康状況などの情報を発信し、海外からは

関連知見を導入した。

(2) 復興支援に隠する目標を達成するための措置

:-L買価JLlL:FPFFFPP空空害事す雪ざり空JC ~そヰ丘町、 J
[中期目標期筒で評価できる取組みO(文は検討課題等ム)] 
0 災害医療総合学習センターにおいて、県内外の医療人を対象とするセ
ミナーや医学部 5年生のBSLを実施し、災害・放射線障害に対応でき

る人材育成を行うとともに、避難住民への健康相談を実施し、実地研修

を通じた被災地貢献を行った。

12 



0 医薬品関連産業の支援拠点として、医療ー産業トランスレーショナル
リサーチセンターを設還し、福島医薬品関連産業支援拠点化事業におけ

る検体等サンプル及び解析データ取得数は目擦を上回っており、破実に

研究が進んでいるほか、成果物提供契約や受託研究契約の締結、特許権

等の出願も増加した。

(3) 放射線医学の教育研究等に関する E擦を達成するための擦蓋

一一一一一一一一一一_..一一一υ一一一 一一一一一一一一一一一「
I [評価1r 11 :中期計函をおおむね実施できている」と認められる。 l

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)1 

0 放射線医学に関する教育、研究及び医療拠点となるふくしま国際医療
科学センターについて、平成 27年度に環境動態解析センタ一棟、先

端臨床研究センター棟が完成し、平成 28年度に災筈医学・医療産業

棟及びふくしまいのちと未来のメデンfカルセンタ一棟が完成し、整備

工事はすべて完了した。。先端臨床研究センターについて、組織体制や事業計画を整備し、また
平成 24 年度に先行導入した PET~MRI による早期診断の実施体

制の整備などを計画的に行ったことから、予定どおり平成 28年 6月に

本格稼働した。研究開発についても放射線医学総合研究所などの関係機

関と連携し、印線核種であるアスタチン等による新規放射性薬剤jの研究

に取り紐んだ。

0 医学部において、「テュートリアルjや「コミュニケーション論jで、
放射線と健康に関するリスクコミュニケーションを中心に、社会的なコ

ミュニケーション能力を育むためのプログラムを構築した。

0 看護学部において、「災害看護学j では放射線医療について講義を、
「統計学Jr疫学Jでは、放射線に関する題材(祭民健康調査のデー夕、
放射線リスクの解釈、リスクコミュニケーション)を取り入れて学留し

た。

0 医学部において、放射線医学に関する教育として、放射線被ばくによ
る人体への影響や健康リスクコミュニケーションなどについて学習す

る「放射線生命医療学J( 3年)を実施し、大学院博士課程においては、

放射線災答の社会・心理学的影響や放射線被ばくによる人体の影響など

について学習する「放射線健康リスク予防医学特論Jや「放射線生命科

学特論Jを実施した。

0 生物学的線量評価実施体制整備事業に係る広島大学との共同研究の
実施、 PETに関する共同研究実施体制の構築など、放射線医学に関し

て国内外の大学・研究機関等と連携を推進した。

0 平成 28年4月に、災害医療や被ばく医療に携わる多様な人材育成を
目的に、長崎大学と共同で、大学院「災害・被ばく医療科学共i可専攻(修

士課程)Jを開設した。
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(4) 復興支援の連携 E 協力に関する目標を達成するための措置

I [評価Jr 11 :中期計画をおおむね実施できている」と認められる。 l

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)]
o PET-MRIやサイクロトロンを活用し、最先端の研究を実施する
ため、放射線医学総合研究所との連携を強めるとともに、核医学治療国

際シンポジウムを開催し、放射線医学の拠点の 4 つとして国や関係大学、

核医学会などオールジャパン体制の下に核医学の進展を図ることを確

認した。

3 管理運営の改善及び効率化に隠する醤標を達成するためにとるべ
き措置

[評価1r 11 :中期計頭をおおむね実施できている」と認められる。

( 1 )業務運営の改善及び効率化に関する毘標を達成するための措置

i [評価1r 11 :中期計画をおおむね実施できているJと認められる。;

[中期目標期間で評価できる取組みO(文は検討課題等ム)1 

0 震災の経験を踏まえた大学の使命と今後の方向性について明確にし、
学生及び教職員の意識を高めるため、「ビジョン 20 1 4 Jを策定した。

O 理事長と職員間における意見交換の場を設け、職員がそれぞれの職場
における業務改善の方策等について理事長へ提案や報告をするととも

に、理事長から助言や激励を得ることにより、経営方針の浸透を図ると

ともに実務を担う職員による業務改善を促進した。

0 新専門医制度に対応した講座の在り方を検討し、医学部において内科
学講座及び外科学講座を再編した。

0 平成 27年度に「男女共同参画推進行動計画j を策定し、男女共同参
画を実現するため、男女共同参画推進月間の創設や、男女共同参画披進

員制度の創設などの取組を実施した。

0 災害発生時に大学機能を維持・継続させるための方策として、巨大地
震等の災害が発生し帰宅図難な学生が学内に一時避難する事態を想定

して、学生用として 2自分の食料を備蓄した。

0 職員の業務量増大に対応するため、事務効率化や実施体制見直しを凶
ってきた。

(2) 財務内容の改善に関する目標を達成するための措覆

i [評価1r 11 :中期計画をおおむね実施できているjと認められる。;
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[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)] 
0 科学研究費助成事業の応募に向けた説明会の開催や応募書類の事前
L審査の実施などの取組により、応募件数は培加し、文部科学省科学研究

費の採択件数は年々増加し白擦を上回っている。

[文部科学省科学研究費助成事業の目標年間 180件以上]

平成 24年度: 193件

平成 25年度 202件

平成 26年度 221件

平成 27年度 230件

平成 28年度 279件

平成 29年度 290件

{厚生労働省科学研究費助成事業の自標年間:4 8件以上]

平成 24年度 4 5件

平成 25年度 4 9件

平成 26年度・ 44件

平成 27年度 54件

平成 28年度: 5 6件

平成 29年度 6 4件

0 省エネルギー推進委員会を開催し、省エネルギ一対策の徹底について
学内周知や外来者向けのチラシ掲示などにより、光熱水費の節減への意

識啓発を行った。

(3) Ie)己点検‘評価及び情報の提供に隠する思擦を達成するための
擦置

! r評価1r 11 :中期計画をおおむね実施できているJと認められる。;

[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)] 
0 大学機関)JIJ認証評価の受審に向けて、平成 27年度に評価室認証評価
部会を設置し、スケジュール策定や自己評価実施体制の整備を行った。

平成 28年度には、大学改慕支援・学位授与機構へ受審申請を行うとと

もに、認証評価部会において取りまとめた自己評価書の暫定版について、

審議会及び役員会にて報告を行い、平成 29年6月に大学改革支援 e学

位授与機構へ提出した。同年 12月に訪問調査を受審し、平成 30年 3

月に認定証の交付を受けた。

0 教員の自己点検・自己評価について、平成 27年度に評価体制を見直
し新たに実施要領を定めた。なお、教員自らが教育活動状況を点検・評

価するよう働きかけた結果、教員評価実施率は平成 29年度時点で 93. 

8%となった。

0 平成 24年度に策定した「医学部教員(助教、助手)を任期の定めの
ない教員に移行する際の手続き」に基づき、平成 25年度は 11人が任

期の定めのない教員に移行した。

0 各講座等が管理するホームページが更新された燃は、随時大学ホーム
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ページのリンク設定を更新し、また、研究成果や公開講座の開催情報等、

各講座等の活動状況が容易に線認できるよう随時掲載情報の更新を行

い、また、震災後の取組を広く県民に発信するための広報誌の作成・配

布などを行った。

(4) その他業務運営に関する目標を達成するための措置

:-l手51干i7五雪長曹三55dzi事号、き記局;語ぷぷJ
[中期目標期間で評価できる取組みO(又は検討課題等ム)1 。不祥事案の絶無のため、各所属において織場研修及び個別面談を実施
し、その取組の結果報告を求め、取組状況を確認するなど、コンブライ

アンスの徹底を図ヲた。。東日本大震災で半壊した学生寮の再整備について、平成 26年度に建
設工事に着工し、また備品等の整備や寮管理規程の改正を行い、計画ど

おり平成 28年 4月に関空襲した。また、入寮生の意見・要望等を取りま

とめ、所主主物品を購入するなどよりよい環境づくりに努めた。

0 災害対策マニュアル等をデスクネッツに掲載するとともに、新たに法
入に所属し未所持である職員に対して「大地震対策マニュアル(ポケッ

ト版)Jを配付し、教職員、学生に周知を図った。

0 それまで県の規則・要綱を準用していた「情報公開J及び「個人情報
保護」に関して、法人独自の規程・要綱を制定し施行した。

0 情報セキュリティハンドブックの改訂や情報セキュリティ専用サイ
トの開設を通じ、教職員・学生に情報セキュリティの重要性を説明した。

また、オリエンテーションや基礎上級授業などの折に情報セキュリティ

教育を実施した。平成 29年度には、福島県ネットワークセキュリテイ

連絡協議会に加盟し、体制を強化した。

O 国立情報学研究所の学術認証フェデレーション「学認j について、運

用フェデレーションに移行し、電子ジャーナル、文献データベース等の

サービスプロパイダを「学認」経由で利用できるようになった。
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2 項目別評価総括表

評価項 自

大学の教るにた関育めす研にる究と目等る標のべを質の向上
第Z
達成す
き措置

1 
教育に関する自標を違
成するための措置

入学者受入方針及び入
(1 ) 誌制度に関する目標を
達成するための措置

教官内容及び教育の成
(2) 果等に濁する目擦を達
成するための措置

教育の実施体制等に関
(3) する目標を達成するた
めの措置

(4) 
学生へ巷達の成支援に闘する
目標を するための
措置

生主

計

中期

中期

中期

中期

中期

中期

中期

申期

公立大学法人福島県立医科大学

立 大 学 J去 人 自 巴 評 価 評 {面 垂 員 ゐ苫玄 言平 価

商 連 成 の 4主 況
項巨 ~IJ

評価における特記事項評価
A 4 g 102 C 。 。 。

n~イ|A 4 8 102 C 。 。 。
概ね計画どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 。 B 43 C 。 。 。

一~
A 。 B 43 C 。 D 。

概ね計画どおり実施し、一定的成果をあげた。

A 8 7 C 。 。 。

|会広材果ア〈やをと周ド入確オ山知学保ーし後すブたンのるンこキた成とポめャ績、ンー県、、パ入卒内試ス業医等区後療錯で分のを畳毎担進し穀にラ路者優、地を入れに調試対た資結し人E 明

A 。 臼 7 C 。 。 。

入学者畳入方針(アドミッションポリシーJについて公表し、畳験者への周知きる活制動度をと期な間っをて通いじるてか行横うlとともに、入試の実施状況(入学定員、推薦
E 

枠、静学賞金等)を分析し、将来田県内医療を担う優れた入学者を確県でき 度 註苦行い、政善幸図った。

分析し、iil<善を図ったことは評価できる。

A 。 8 8 C 。 。
A 。 8 28 C 。 よ D 斗 。 年樺産健を師除国い家て試数殺値の目合標格を達車成にLつ.い医て師は周、章四

試験及び看護部国軍試験の合格率につい

ては、目標に及国ぼ平な均かをっ上た回年る度高はいあ数る憧も1の
のいずれも全 音得

放射線と健康に関するリスクコミュニケーション能力を育む教育プログラムの構築など、必要に応じてカリキュラムや授業向容の充実司見直しを E 
[たら医にこ学とよはる部評実及価践びで的看苦で護る主学。体部的になお教い育てブはロ、学生自

グラム、
行った。

時翌た一ラ四証二時日宮明一品居献鍾るす開痘がるい日め四地罪間問ー人記に育品3成金L璽のE、制て仙先2日制開2ュ2 
会軍医探センターにおいては、涯学部生及び看護学生を畳け入れて実習を行うとともに、大学院生畳入体制を整備した固

掌部生由実習を行ったことは評価できる固

A 。 包 4 C 。 D 。
涯学部において、定員増L応じた教青休

A 。 B 4 C 。 D 。
制を楚備するとともに、堕際基準や態学教

I横育るにい句よ認討、まそる証したの、自評、充桔己価教実果評制育をを価度活図フやに動ィっ学ー対ての生ド応き活Jにたし性《ッよたこ化クるカと由す授はリたるキ評業なめ斗価評どラ、で価教有ムきを員効を行-医学部において、定員増に応じた教膏体制を整備するとともに、関際基準や医学教育認註評価制度に対応Lたカリキュラムを検討し、充実を E 
図ってきた。
-教育活動の活性化や改善のため、教員による自己点検ー自己評価や学生による慢業評価、 FD活動など継続して行った。

;舌用を闘ってきたことは評価できる。

A 。 B 4 よ C 。 。 。
A 。 B 4 。 。 D 。

ili思割F譲Z端鶴TF蔀F し主栴主をJ 医学部におけるファカルティーアドバをイザ図ーった制。や看護学部における学生生活アドバイザ一等‘各種取級により、個々の掌生が持つ問題を適切に
抽出し、対応可能な体制の整備・充実
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2 項目別評価総括表

評価項 自

z 研究に関する目標を達
成するための措置

研究水準及びる目研標究を由違成
(1 ) 果成等すに関する

るための措置

研究の実施体制等に関
(2) する目標を達成するた
めの措霊童

3 地を達域成賞す献るにた関めすのる措目置標

(1 ) 
地域社会等との標連を携違闘
協力に関する臣
成するための措置

(2) 
す地域る目医標療を等達の成支す援るにた関

めの措置

(3) 地るの域措目標産置を業達の成振す興るにた関めす

告

n 
中期

中揚

中期

中期

型期

中期

中期

中期

中期

'"掲

中

中期

中期

中期

公立大学法人福島県立医科大学

立 大 学 法 人 自 日 評 恒 詳 価 霊 員 A Z 評 価

函 違 成 の 1犬 虫 項評自価別 評価における特記事事

A 。 B 9 C 。 。 。
~~ A 。 B 9 C 。 D 。

E 
概ね計溜どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 一。 B 6 C 。 D 。
A 。 8 6 C 。 。 。

間!詳一-輔蹴込タと酷蜘トード部川T臨て守ィー…主時る主た現印Sし岨Zコ刷塁d前z喜m学-世章肉y 
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E 

アム(JB!C)への参額企業どと成、研果究物が等進援展酷し
契約を締結してきたことな
ていることは評価で吉る匂

A 。 B 3 c 。 D 。
A 。 B 3 C 。 D 。
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E 
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A 1 8 16 C 。 D 。
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E 
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教の県要震民望はをに、対年応車々じとて開し、憧た実函公習数開等・講参を康畳加や託人講事数置業と会もとにしのて増胃実加曜施しに、すよ地るり壇こ、住地とで域民教性に育も民活取の組動樺がに健貫，墨・産献透療ししたてに。き関まてすたいる、る知会回識津の匡向療上セにンタ貢献がす開る催活す動るを出行前うと講と座も、に健、庫各教種室教、育糖機尿関病
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きる固

A t B 6 C 。 D 。
A 1 B 6 C 。 D 。

市地町域村医か帯ら支の援医に師つ謂いて、県内医揮機関や
派遣要請に対し、地域産

非-の地保拠常域健勤点霊医病に療曹よ院支従るや援事医公本者師的部聾派医に成遣療お施に機い設積期ての極、、新地的医設域に揮取に医惜向り療閣組けやかみて救ら県県由急が向医・虫行医師害療う派樟・の遣馬討確龍産、慌頼期事に白業・感貢構内染献容築疲し等をた等分に。の析積分し極野、的地にに域貢参の献画実しして情たいな。るどと地認域めバらラれンるス毘を間考病癒院して等.へ支適援切教に員配を置へしきた地!ま医か揮、

揮等主接教員の派遣を行ってきたこと、会
E 津医療センターにおいても、へき地医療拠
点センター病続として積極的な診療応援や
宿宜応に貢援献などにより、会津地域全体の匡癌
向上 したことは評価できる。

A 。 B 2 C 。 D 。
A 。 包 2 C 。 D 。

研-研究弐がシ着ー実ズに集推町進発さ行れ、た病。院見学会白閑曜や福島援護品開尭支援拠点化事業における研曳成果報告会を開催することにより、共同研曳畳託

標-会水津準陵近瞳くセまンでタ曜ーにおいて、をコ推ン進ブすラるイこアとンがスで研き棲て会いやる輪。理講習会を開催することにより全職員の意識啓尭を行い、外部資金についても概ね自
獲得し、研究
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2 項国別評価総括表

評価項 自
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の措置.

大学附属病院に関する
5 目標を達成するための
措置

(1 ) 
附属靖院に慢する目標
を達成するための措琶

会津医療センターに関
(2) する目標を達成するた
めの措置

」ー"

i} 

計

中期

中期

3期

中期

中期

中賂

中期

申期

中期

公立大学法人福島県立医科大学

立 大 学 法 人 自 己 言書 {面 評 価 景摂 員 会 E事 価

函 達 成 の 状 況境目別
評価 評価における特記事項

A 1 B 3 c 。 」 D 。
A 1 B 3 C 。 D 。

E 

概ね計画どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 1 自 3 C 。 よ 。 ム 。
A ? B 3 C 。 D 。

びメ際る武リ相ベ学医盟互ト術科ナ主交主大ム学流流学ホにを協ー、加行定マチえっをウミ、て締ンンベき市ト結ラたサ医しルこイ、科ーとナ教薬はシイ員評科医庭や価科大科学大学で大生き半と学にる国、亙よa ゴ
.IAEA、WHO‘ICRPなどの塑際機関と連携した国擦学術会議やシンポジヴム等を照曜L、本草及び福島田現状Lついて世界に情報発信を

行武っ漢た大a学に加え、平成25年度にベラルーシ医科大学、ゴメリ医科大学‘マウントサイナイ医科大学との問で学術主流協定こ当をた締っ結てしは、平成28年
E 

度にはベトナムホーチミン医科薬科大学と由主流協定を締結した固また、マウントサイナイ盤科大学からの学生畳け入札i た 、本学研究
者及び学生と共問研究を実施した。

A 2 g 31 C 。 D 。
~~ A 2 B 31 C 。 D 。

E 

概ね計蘭どおり実施し、一定の成果をあげた。

A z 8 20 C 。 D 。
A 2 B 20 」 C 。 D 。

立

時君は話臨器で諮き護るt人鍵問蜘tEZ闘EE閣f諾争知仰益需い渇警主主吋怨昌位弘予

を図ってきたことは評価できる。なお、平均
在院日数の短縮{ま図れているが、 般病床
利用車がわずかに困撲に達成していない。

A 。 B 11 C 。 。 。
A 。 8 11 C 。 。 。

長Z制二一穏議睡E主諸眠主私穂一議@区加Eそをp裁dに判よ回Zり官智組主即合よ掌義協…-z日r議m堂よ抽書島名一出しヂ主九…ζ 一主主zr同抽移行内されt、ても実宮内容の改善を行いながら研修在実施した。

果率と曹は、及が開評び高設価体い桂で制水のき準整る運備と固営なに開っ体取設て制組後いをんはる円だ、こ謂臨結とに、床果構移研マ院行ッ瞳機チしのたン能教こゲ詳
E 

上させた。
ユースレタ る広報の強、経書援シ る営 適 事 各職種の研棲ー学会参加支援による能力の向上、保 価の認定、看護専門外来の
険診療ルール町周知徹鹿など、機能強化を翻ってきた。 逆紹介率の上昇などについて日書評設価、紹で介きる率。
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2 項目別評価‘総括表

評価項 巨

東日本大震る災E等標のを復達興
支成援すに関する第3
るためにとるべき

措置

県民の健康の保霊を持達・増成
進に関する目擦を
するための措置

2 復を達興成支す援るにた関めすのる措目置標

放射線医学の教育研究
3 等に関する目擦を達成
するための措置

復に関興す支る援|の連携・協力
4 措目標置を達成す
るための

管理運営のる改目普標及をび遥効

第4
率化L闘す
成するためにとるべき
措置

1 
業務運営のる改目善標及をび達効
率化に関す
成するための措置

(1 ) 組る織臣標運を営達の成改す善るにた関めす

の措霞

、

生

百十

中期

中期

中期

中期

中期

中期

期

申期

期

中期

公立大学法人福島県立医科大学

立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 霊 員 会 E平 価

面 違 成 の 状 ，毘 項目別i
評価 評価における特記事項

A 。 B 16 c 。 D 。

~ K 。 日 16 C 。 。 。
百

概ね計画どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 。 5 C 。 。
|基に畳取づ診組く主機ん擦会だの由こ実確と、施保習なや内ど広外県報の民活関健動罷庫、機説調関査査と結のの果推連に進

嘉臨調務審華誠治に関する情報告海外に尭信した。 E 
撲やのに関成ホーす果ムる在情ペ中報ー心をジに広な原ど〈尭尭に事{よ書故しり桂た、県白こ民健康調海外からの訪問客に対応、海外では庖擦会議に参加し、福島 査 県民の健

県 般市奪 セミナ、リスクコミュ二ケション活動苦行った。
鹿 とは評価で
きる。

A 。 3 。 D 。
教育で吋ブ閉山いて拙提|

A 。 B 3 C 。 D 。
-災害曜・民放と的射健放線鹿射被に線1関1に〈す対医るす療リるのス不知ク安コ識ミに及ュ対びニ応技ケで術ーきのシるョ習人ン得材能をの力図育をる育成セむをミ行ナ教ーっ育たやプ。被ログ災ラ地ム関を悟機関への実地研修Lより、提害医療に関する幅広い視野を持 地相リロスグな談クラどをコムへ実ミをの施ュ取ニ実しりたケ地入こ研れとシ惇、たョ放やン。避射ま能線た難力、住とを研健民青究鹿へむでにの教は関健青、す康プ福るち、住

E 放射 構築し、必要に応じてカリキユラムや控業内容の充実・見直しを行つ
」。一ー. 

サ島ン医プ薬ル品や開解尭析拠デ点ー化タ事の業取に得お出け進るん検だ体こ等と

について評価できる。

A 。 B 7 C 。 。 。

闘草的の問臨是品岬医正画川臨学草一f葺潤広す霊園島二制田長町大弘知之吉科問、学て、聞零セFJ時19島醐社ー民の主
A 。 日 7 C 。 D 。

態舗し成・ふ災、解2く整害8析し年備医まセ度が療庖ンに完や際タ開ー了被医講し棟ぱ療たじ、〈科。医先た学。揮端セに臨ン携床タわ研ーる曳に多つセ様ンいなタて人、平棟材成がを2育、4平成年成す産2るに8た年基め度本、に構長は懇崎提を大害輩学医定と学Lの、・共平医同曜成大産2学6業年院棟度「、災かふ害らく聾し被ま情ぱ工いく事の医ちを嘩進と科未め学来て共のき筒たメ専デ。攻平ィカ」成由ル2開セ7年設ン準度ター備に棟はをが進環竣め境工、動平
E 

る。

A 。 B 1 C 。 D 。
端研も曳Pに究推のE、T研所進オM究と体R機を制Iルや器実をジサ操施構ャイす作築パク苗るすンロたでる休トめのたロ制ン、め連の放を携、も射活植をと線用医核強学医し医め、学治学る畳総療と研先と合国

A 。 B 1 C 。 D 。

接制国をの内強も有めと核数る医回とと学機も由器に進で.晶展核るを窪P図学Eる治Fこ療Mと国RがI際や確シサ認ンイさポれクジロたウト。ロムンをを開活催用しし、、本畳学先を端放の射研線究霊在学実の施拠で点きとるしよ、う留、や放隠射慌暢大医学学、総核合匿研学筑会所なとど櫨オ器のル操ジ作ャ面パ等ンでのの体連
E 

際シンポジウムを関擢したことは評価でき
る。

A 。 B 32 C 。 。 。
//////  

A 。 B 32 C 。 D 。
E 

概ね計画どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 。 B 10 C 。 D 。

~ A 。 8 10 C 。 。 。
宜

概ね計E富どおり実施し、一定の成果をあげた。

A 。 B 9 C 。 。 。
A 。 B 9 i C 。 D 。

も勺‘大去三学人法へ経人営の職帰室員鼠を事!意こ対務識局しをて組高連織め企るかやたら大め法学、人本の組学現織の状に歴に移史つ行的いし世て、世理命員解や経方を験漂向者め性等るを研を示理暢す事な「ピ長どジを特ョ行別ンっ補2て0佐き14とたJしを固て置配定置、周知し、学生や珪人職員としての自覚を促すとと
の識学震方を生災高や向由め性教経るを職験た明員めを確と踏、しに「まてビしえの、ジ学たョ自ン大生覚2学且を01び白埋4J教檀しをて職命荒き員と宣た今由しこ桂意てと

し、理事長がリ ダーシッブを尭揮できる体制を
強化した。 E 

-社会のニーズに対応した組輔の改鹿再編を検設討なし、ど組を織行体つ制的見直し新を専行門っ医て制お産り、へ檀対興応事し業たに講係座るの「在ふりく方しまを国樟際討覆し、嘩産科学学部セにンおタいてJの向設科置学
や理事長と職員間における意毘主換などに

講や員-平地座制成域及度2医びの7年外創療度科提設に学供な「ど講に里の罷座女取るを共組再f会間嬬を津参実し画医た施療推。しセ進たン行。タ動ー計J白隠 た。また、

よ仏大学への帰属意識を高めてきたこと1;
評価できる。

題」在費定し、男女共隅参画を実現するため、盟女共同参画推進月間由設定や、男女共同参蕗推進
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2 項目別評価総括表

評価寝 自

事務等の効率化・合理
(2) 化に関する巨模を達成
するための措置

財務内容の改善L償す
2 るの目措標置を達成するため

外部研究資金等の自己
収入の増加に関する臣

(1 ) 
擦を達成するための措
置

(2) 
経標を費の抑制に関する目
達成するための措

置

3 報を自達の己成提点す検供るに・評た関価めす及のるび措目情置標

評価の充実に憶する自
(1 ) 標を達成するための措
置

(2) 
情報公開や情報発信需を等
の推進に関する目標
達成するための措置

公

言十

中期

中期

中期

中期

中期

<tl 

中期

中期

中期

中期

公立大学法人福島県立医科大学

立 大 学 法 人 自 己 評 価 評 価 霊 員 会 評 価

函 達 成 の 1犬 品m 項評目価別 評価における特記事項

A 。 8 1 C 。 D 。
A 。 8 1 c 。 D 。

書鴻鵠君曹!要拡品議叫噛撞山内議掛事け醐害剖警也察て融課制醐;噌;仰冷却ールサ吋よ項目をできるよう効率化を図るとともに、研究開始の手続漏れ

見安直心しし実て1研寺計究画できにる掲環げ境たの各整見備直をし行項っ自たに。ついて適切に実施した。

A 。 8 3 C 。 D 。、

~-------I A 。 B 3 C 。 。 。
E 

概ね:計商どおり実施し、一定の成畢をあげた。

A 。 8 2 C 。 。 。
A 。 臼 2 C 。 D 。

科学研究費助成事業の応募に向けた説

な明学ど金研のの究取開豊組催田にや採よ応択り募件、害応数類募がの件年事数々前増は審増加査の実施E 加し、科
してきたこ

A 。 B 1 C 。 D L 。
A 。 8 1 C 。 D 。

よ省光型りエ熱興、光ネ水関熱ル費連水ギ業節ー費減務推ののや進節入た雷減め学員へ、定電会の員力意の増を関識に主憧啓伴と尭、うす「業を亙る行務季タっ、ーお新たボよ。医び;令療冬，車系期機学間と部蒸中設気に置(おA準け重備る油な省・ガどエスのネ)新ルをたギ主なーと業す対務る量へ吸由対収徹応式鹿す，令にる2つ電た機いめのて人J効の員率学体的内制な周を運知強用、イ外来者向けのチラシ掲示に

光熱水畳の節減のため、の学意内識や啓外尭来を者{~に
E 向けて省エネルギー対東 行つ
たことなどは評価できる。

をf守った。
じした。

A 。 8 7 c 。 D 。

A 。 B 7 C 。 D 。

概ね計薗どおり実織し、一定の成果をあげた。

A 。 8 s C 。 D 。

・'・法平県成公人立由2A7年大年度字度計主に函人おJに評い価基てづ霊はくO員、業平会務成に実2よ績9lる年の革度評年の価度大B、の教学業機員務の関実別1自績認己の証点詳槙評羽5晴評結畳価果審をにに1実つ向施いけしててた、C、役。学員内会!こにお1報け告るす自る0己と評と価もに実1、施関体係制各のD課聾に備通を知行lしつ、 o すfのこ面教と取る結は員評組果評に価推を価よ室も進るでとの、自にき所点るフ己属樟ォ。評にやロ価よ再る評ア点自ッ価検己プ、の評在そ実行価れ施っ結ぞ丑て畢れびきにのたそ対評た。 E 

フォローアップを
iJEltこo
ー平成24年前医学部教員(助教、助手)師期目定めのない教員に移行する際白盟鵠髄し、酬を開始した。
A 0 B 2' I C 0 I D 。

E 講す確て研きる康認究たたので成こめき活と果るの動、やよ広震状う公報提況随開誌桂に時講のつの掲座作い取載由成て紐情開、・を報富ホ世E広の吋ー情く更なム県報ど新ペ民なをー苦にど行行ジ尭由つでつ信

A 0 I B 2 I C 0 I D 0 

果ー研県医報政究学告記成部会者果のをクや卒開ラ学桂曜ブ生進Lへ等路、の学表状投内彰況げ外情や込へ報看みのを護を情大学滋報学研時量ホ究行ー信科うムに白と取ペと新もーり設に組ジ奪、等ん定門だに期領。掲的域載にのしメ追たー加ほルなかマど、ガ研ホジー究ンム連をペ携尭ーセ行ジミしナ掲、マ載をス内照コ容ミ曜のへし充の、実広情を報報図活提る動供とに在と取行もりにっ組た、掲ん。載だ情。ま報たの、寄附講座の成

更新を行った。 てきたことは評価できる。
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2 項目別評価総括表

評価項 巨

その他業務運営に闘す
4 る重要目標を達成する
ための措置

(1 ) 法令達成遵す守に関する目標
を遼 るための措置

(2) 
施等設設備の整備活用
に関する目標を達成
するための措置

健践す康管理・安全管理に
(3) る自措模置を達成する
ための

情報通信基擦の整備
(4) 活用に関する措目標置を遥
成するための

公

音十

中期

中期

中期

中期

中期

中期

期

中期

中期

中期

公立大学法λ福島県立~科大学

立 大 学 法 人 畠 己 評 価 言平 価 垂 員 会 E平 髄

函 違 成 の 状 4居 項呂別 評価における特記事項
評価

A 。 B 12 C 。 。 。

~ A 。 B 12 c 。 D 。
E 

概ね計蘭どおり実施し、一定の成果をあげた。 I

A 。 巳 2 c 。 。 。
A 。 8 2 C 。 。 。

告-・新各を規種求採指め用針た職や。員研修において、コンブライアンス白徹底について研悼を行い、周知を図った。毎年各所属コンブライアンス垂員会の活動向容の報 コンブライアンスを徹鹿させるため、教職

員に対する苦言職語に場係研る樺コ会ンやブ闇ラ別面談由美
法令の遵守に罷るコンブライアンス講習会、科学研究費に樺る説明会や倫理講習会等を開催」学向教職員に対してコンブうイア E 施講、研習究会活讐 イアンス研悼会

ンスの徹躍を図った。 や 等由実施、学生に対してはオリヱ
学生に対しては、年産当初由学年オリエンテーションにおいて主通事故や懲戒担分などについて説明苦行い、コンブライアンスの徹底のための ンテションにおいて在意唖起を行うなどし

意て・品、識、く各啓しセま尭ン国をタ際図ー医っ'部た需。門科の学事セ務ンタ局との緊遺密骨!こに連当携たし対り必応要したとな。る、関係法令(放射綿障害防止法、医暗法等)に基づく申請、鹿省、現地積査等につい

たことは評価できる。

A 。 日 4 C 。 D 。
A 。 B 4 C 。 D 。

震提で半付臆壊病し院た学生寮の再整備を行った
」とや、附 のユニバーサ改ル棲デザを行インつ

. r震固Lニま提パたーー利放サ用射者ル線デの関ザ要連イ望論ンに文に基配著づ慮作い集したたJ利サエ用イレ時トベ由間ー開のタ設ー見.及直Tびし刷、tトtデイ"ーレiこのタよベ改るー情憶ス報を講実尭習施{言会しのたと開文。始ま献、た検電計寵子画講フ官ックの畳入を実施し、学荷情報センターの充実を図っ
E 
に配慮したエレベータ等の施設

た 習会などを行った自
1てきたことは評価できる。

ユニ 的に既設給水設輔、既設妨提設備の改修を実施した.

メL 。 I 8 4 C 。 。 。
A 。 B 4 C 。 D 。

ン管ー年タ理産ルセ初ヘンめルタのースオだ封リよ聾エりのをンたテ、め教ー、務シ臨事ョ床ン務心やシ理ガス士イテず由ムン学やス生大時相学に談ホ、枠大をム学毎ペ健週ー康1ジ管回に理設掲セけ載ンたすタ。る併こ由せとしてにお、より学りを生、配学相布生談しに、に対直こし接ろ健、の学康相生菅談に環)対情にし報関てすの潤る提知広供を報を行を行っ毎ったた月。また、大学鍵庫。26年度からはメ
る大健量康煙管車理管由理取セ組ンやタ、「大に地よる震学対生筆!マこ対こす斗1回メールにて酉E

、E
アル(ポケット版)Jによりは教評職価員で・学き生るに提

信E調2Z園…危し判害た室輔時-明噌自マ4由乱コ胆首ーぴ四慢L値の目U闘時年ス酬度臨タし四ーや理策宣同mA明EA時T一宮酎祖歯る町角止叫的師集桂一づ加対川応手崎に一間防一h己批た…'J…医師問虚血体問育鎗姐体税し育た館調縄問陽明問宿舎害問

害時対応を周知したこと 。

時{こ備

A 。 B 2 C 。 D 。
A 。 B 2 C 。 D 。

たの-目情全提、学報オ供無セリをエキ線行ンュ凶っテリNたテーの。ィシま構ハョた築ンン、、やド国サブ基立ッ礎情クパ上の報機級改学器授訂研由業や究更な情所新ど報の在のセ学行折キい術にュ認、情リ大証テ報学フィセ由専ェキデ通用ュレ信サリー基テイシトィ盤ヨの教のン開育整「学設を構実認をを通施」進へじしめの、た教、参。w職加i員Fにtを・着学活手生用しにした情た司ク報"ルセーキュプリウテェィア白や重電要乎性メを説ル明なLどてのきサたービス
大学の遇橿生に基対盤すのる整情備報をセ進キめュるリとテとィも教に1、

E 教職員学生 曹
。ま の実施を行ってきたことは評価できる。
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